


平成 21 年 6 月 17 日

事業評価監視委員会

事務局 御中

事業評価監視委員

立 原 一 憲

意 見

○B/C試算値の妥当性の検討

・例え50年後の試算値として算出してあっても、その中間報告を早い段階から、

逐次行い、次事業のB/C算出に反映すべき。

・事業評価の手法については、それが適切であるのかどうか、これまでの事例

等を考慮し、フォローアップを含めた検討が必要がある。

○事業評価の手法について

・従来の３便益以外の要素を考慮することについて、異論があるわけではない

が、その場合には、一般論としては、負の効果（例えば、自然環境へのインパ

クト）があるのであれば、事業によるプラス面だけではなく、マイナスの効果

も考慮する必要がある。

○今回の事業評価対象３事業について

・地元の状況や意向を考慮し、事業継続で差し支えないと思う。

以上


